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研究成果の概要（和文）：本研究を通じて、高校、大学における様々な「キャリア教育」の実態が明らかになった。留
学生についても、教育内容が日系企業に対するイメージや就職の動向に影響を及ぼすことが分かった。とはいえ「キャ
リア教育」は近年の取り組みであり、多くの社会人は未経験であり、その就業への効果の検証には時間が必要である。
ゆえに「キャリア教育」によって社会との多様なかかわり方を学んだ若者に対象を絞り、従来の正社員として就業する
ことを是とする意識にどのような変化が見られ、どのようなキャリアが選択され得るのかに注目する必要があるだろう
。

研究成果の概要（英文）：This study examines the reality of various career education programs in high 
schools and universities. The results show that even for international students, educational content 
influences the perception of Japanese companies and employment trends. Nevertheless, career education is 
a recent educational effort; as such, many working adults have never received it. Therefore, more time is 
required to study and verify its effects on employment. It is critical to narrow down the study subjects 
to youngsters who have learned various ways of interacting with society through career education 
programs; to focus on their thoughts on being employed as conventional, full-time employees; and to 
determine what types of careers can be chosen.

研究分野：労働経済学
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１．研究開始当初の背景 
就職難や非正規化の進展、早期離職、高失
業率等が示すように、若者の雇用状況は依然
として厳しく、改善に向けての方策が色々と
試みられている。その代表的な存在が「キャ
リア教育」である。「キャリア教育」の定義
は 1999 年の中教審答申に遡り、「望ましい職
業観・勤労観及び職業に関する知識や技能を
身に付けさせるとともに、自己の個性を理解
し、主体的に進路を選択する能力・態度を育
てる教育」とされている。この 10 年余りの
間に、教育現場に与えられた課題としての
「キャリア教育」の浸透は著しく、大学・短
大を例に挙げるならば、既に 2011 年度から
職業指導（キャリアガイダンス）を教育課程
に盛り込むことが義務化されている。文科省
による「大学生の就業力育成支援事業」等も、
そのような動きを受けての取り組みといえ
るだろう。 
 しかし一方で、教育現場の実態はというと、
戸惑いを深めるばかりである。特に「キャリ
ア教育」＝就職支援であるという短絡的な捉
え方から、熱心に取り組めば取り組むほど、
4 年間をかけて学生に就職活動をさせてしま
っている大学は多い。また高校では、進学校
か就職校かで「キャリア教育」に対するニー
ズが著しく異なり、温度差が激しいのも事実
である。内容面でも本田由紀（東京大学）ら
が指摘しているように、若者の職業観・勤労
観や汎用的・基礎的能力を高めるという政策
的意図に沿った結果をもたらすよりも、そう
したプレッシャーのみを強めることによっ
て、むしろ若者の不安や混乱を増大させてき
た可能性が強いという批判が出始めている。 
 以上を踏まえた上で、「キャリア教育」を
巡る論点を整理すると、個別性（実施段階・
学校歴・生徒や学生個人に見合った「キャリ
ア教育」、分離と融合（正課教育・課外活動・
就職支援における「キャリア教育」の位置づ
け、実効性（「キャリア教育」の効果測定）
の 3点に集約されよう。これらについて、教
育現場の事例を徹底的に観察することを通
じて考察し、再度教育現場にフィードバック
することが強く求められている。 
 
２．研究の目的 
 「キャリア教育」は、若者の安定的な就業
を促すことを目指して推進されてきた。しか
しながら、未だ方法論が確立されておらず、
教育現場の実情に合わせて様々に解釈され、
運用された結果、期待しただけの効果が得ら
れず、弊害さえ生じているといわれている。 
そこで本研究では、就職に直面している高
校、大学・短大を「キャリア教育」の実施段
階として個別に対象とし、正課教育・課外活
動・就職支援と関連付けてその実態を把握し
ながら、卒業後のキャリア形成過程における
状況を評価することを通じて、あるべき姿を
模索することを目的としている。 
 

３．研究の方法 
本研究は、5 年間という比較的長期間にわ
たっての遂行を計画した。それは、調査に十
分な時間を費やし、かつ研究期間終了後も継
続して卒業後のキャリア形成過程の状況を
フォローしていけるような体制を整えるこ
とを企図したためである。したがって、最初
の 2年間を高校（就職校）における「キャリ
ア教育」、続く 2 年間を大学・短大における
「キャリア教育」の研究に充て、最後の 1年
間を研究の取りまとめと高校（進学校）に対
する、高大連携を前提とした「キャリア教育」
の提言に充てることを考えた。 
具体的には、既に普通科高校に対する調査
票調査を終えているので、高校（就職校・進
学校）30 校に対する事例調査、大学・短大
1000 校に対する調査票調査、及び大学・短大
20 校に対する事例調査を実施する予定にし
ていたが、調査票調査に関しては、その後の
研究の経緯により、留学生の「キャリア教育」
に特化した調査票調査と、「キャリア教育」
と就業パフォーマンスに関するWEB調査に移
行して実施した。 
これら3種類の量的調査から得られたデー
タを中心に、事例調査を補完的に活用するこ
とによって、より精緻な分析を実現する。 
 
４．研究成果 
 実施した主な量的調査3種類ごとに研究成
果を列記する。 
 
（1）キャリア教育の現状に関する調査 
過年度に実施済みであるが、全国の普通科
（コース）高校 3984 校に対する調査票調査
から得られた 880 校データを用いて、詳細な
実証分析を行った。 
その結果、「キャリア教育」の実施状況を
規定する要因としては、進学率が低い高校ほ
ど、切実な「需要」に応じて「キャリア教育」
を実施しており、「実施可能性」の高い環境
に恵まれている小規模校ほど、実際に「キャ
リア教育」が実施できているということが確
認された。加えて、「キャリア教育」を包括
的、複合的に実施すること（多種多様）、ま
た長年の「キャリア教育」の蓄積があること
（継続性）、学校以外の地域や家庭との連携
が充実していることは、単発、単独の試みよ
りも優位性を持つことが明らかになった。 
 また、高校教育における「キャリア教育」
の位置づけや、卒業後のキャリア形成過程に
おける状況等を確認するために、前掲調査の
協力校および文部科学大臣表彰を受けた実
績のある高校を中心に、5 年間の研究期間内
に延べ 20 校近くを選定し、「キャリア教育」
の実践に協力することを通じて事例調査を
行った。その場で得た知見は、論文を取りま
とめる際に適宜組み込み、活用している。 
 
（2）2011 年度・2012 年度同志社大学留学生
アンケート／中国人大学生（現地大学生・在



日留学生）の就職意識に関する調査 
 近年の急速なグローバル化と、大学・短大
におけるグローバル人材育成の必要性を鑑
み、2012 年 3 月および 2013 年 3 月に同志社
大学の学部・大学院を卒業・修了する留学生
を対象に調査票調査を実施し、それぞれ 49
名（2012 年 3月卒業・修了予定）、136 名（2013
年 3月卒業・修了予定）から有効回答を得た。 
 実証分析では、回答者を就職活動の有無と
就職決定の有無に基づいて3グループに分類
し、3つの分析視点（ソーシャル・サポート、
充実した経験、就職活動の内容）から比較し
た。その結果、就職が決定しているグループ
は、多様な人々と関わり、課外の集団や地域
活動へ参加し、日本人学生と同様の就職活動
を行っている傾向が見られた。一方で、就職
が決定しなかったグループへの自律性向上
の教育、支援策の必要性が明らかになった。 
また、これらの調査研究のフィードバック
を目的とするシンポジウムを 2013 年 7 月に
開催した。留学生を中心に、大学関係者、企
業関係者が 100 名以上参加し、知見を共有す
ることができた。 
 さらに、留学生の日系企業への就職を促進
し、日系企業における高度外国人材のさらな
る活用を図るため、中国人大学生を対象とす
る調査票調査を 2013 年 9 月に実施し、現地
大学生 634 名、在日留学生 72 名から有効回
答を得た。 
 実証分析の結果、日系企業に対するイメー
ジは、現地大学生と在日留学生の間で大きく
異なっていた。在日留学生は日系企業に対し
て圧倒的に好イメージを持っているが、就職
を強く希望する傾向は見られない。現状では、
多くの日系企業が外国人労働者に対して日
本人労働者と同じ人事管理制度を適用して
いるが、今後はワーク・ライフ・バランスを
踏まえたキャリアプランを、外国人労働者と
日系企業の間でどの程度擦り合わせ、共有で
きるかが鍵となるだろう。 
 
（3）お仕事に関するアンケート 
 「キャリア教育」の効果測定という観点か
ら、「キャリア教育」と就業パフォーマンス
との関係を明らかにするために、国内の正規
社員・職員を対象とする WEB 調査を 2014 年 9
月に実施し、2060 名から回答を得た。 
これらのデータの副次的な実証分析とし
て、職種や仕事内容が変化する「幅の広い異
動」が従業員の意識面に及ぼす影響を検証し
た。その結果、「幅の広い異動」を職種変化
で捉えても、仕事内容で捉えても、異動から
一定の時間が経過した後に、能力開発意識、
専門性発揮、仕事への自信、仕事への帰属意
識といった従業員の意識面の充実に寄与す
る影響を及ぼしていることが分かった。また、
異動に際して本人の希望が反映されること
が、新たな仕事に前向きに取り組む姿勢や意
識を高めるのには欠かせないが、それが叶わ
なかったとしても、日々異動に関わる方針を

提示し、実際に異動させる際には、その背景
や理由、趣旨を丁寧に説明して本人の承諾を
得る努力を惜しまないことが、意識面でのデ
メリットを緩和していることも明らかにな
った。 
一方、「キャリア教育」については、回答
者の年齢が 20 代から 70代まで幅広く、平均
年齢が40代であることから、「キャリア教育」
を受けた経験は、中学校・高校ではそれぞれ
1割に満たず、大学でも15％に至らなかった。
しかしながら、これらの経験は「職業や仕事
を選択するのに役立った」「職業や仕事に対
する考えが変わった」という評価も得ている。
加えて、並行して研究を継続している NPO や
社会貢献活動のフィールドでも、単なるボラ
ンティア活動の場としてではなく、仕事、労
働、就業の場として捉える動きも見え始めて
いる。 
これらを含め、5年間の研究期間を通じて、
「キャリア教育」によって生徒・学生の意識
下で「正社員モデル」からの逸脱が進み、NPO
や社会貢献活動、ソーシャルビジネス等がキ
ャリアの選択肢として機能し始めているの
ではないかという問題意識が醸成された。こ
の点に関しては、今後 5年間の主たる研究テ
ーマとして、就業の多様化を一方で見据えな
がら発展させていくつもりである。 
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